様式第１号（第３条関係）

　　県産花き生産持続化支援事業費補助金交付申請書

文書番号

　年　　月　　日
（あて先）

埼玉県知事

　市（町・村）長　　　　　　　　　　
　所在地

事業実施主体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　

　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。
記

１　補助金交付申請額
　　金　　　　　　　円

２　補助事業の目的
３　補助事業計画
	事業主体名
	代表者住所
	事業内容
	事業費

	
	
	
	


４　経費の配分及び負担区分
	事業内容
	総事業費
(A)＋(B)＋(C)
円
	負　　担　　区　　分
	備　考

	
	
	県補助金
(A)　　円
	市町村補助金
(B)　　円
	その他
(C)　　円
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


（注）事業費に係る消費税仕入控除税額は、原則としてこれを減額して申請すること。ただし、申請時に明らかでない場合において、実績報告において明らかとなった場合は、事業費に係る消費税仕入控除税額が無い場合は、備考欄に「除税額　該当なし」と記入すること。また、消費税仕入控除税額がある場合は、その金額を備考欄に「除税額○○○円」と記入すること。

５　事業完了予定年月日
　　　　　　　年　　月　　日
６　収支予算

（１）収入の部

	区　　分
	本年度

予算額
（円）
	前年度

予算額
（円）
	比較増減
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
	
	
	
	
	

	市町村

補助金
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（２）支出の部

	区　　分
	本年度

予算額
（円）
	前年度

予算額
（円）
	比較増減
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


７　添付資料
（１）間接補助金として支出する市町村は、市町村の補助金交付に関する規定、要綱等（実績報告書にあっては、省略する。）
（２）見積書の写し（実績報告書にあっては、請求書、納品書の写し）
（３）その他特に知事が必要と認めるもの（実績報告書にあっては、当該事業で作成した資料、生産物の写真など）
様式第２号（第６条関係）
　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金交付決定通知書

文書番号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県知事　　　　　　　　　

　年　月　日付け文書番号で申請のあった　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金については、下記のとおり交付する。

記

１　事業の内容
この補助金の交付の対象となる事業の内容は、申請書の記２の補助事業の目的及び記３の補助事業の内容に記載されたとおりとする。
２　補助金の額
補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助金額　金　　　　　　　　円
３　支払方法
精算払又は概算払とする。
４　経費の配分
経費の配分については、申請書の記４の経費の配分及び負担区分に記載されたとおりとする。
５　補助事業者の責務
補助事業者は、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40年埼玉県規則第15号）に従わなければならない。
６　条件
（１）補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、知事の承認を受けなければならない。
（２）補助事業者は、交付要綱別表２の欄に掲げる重要な変更に該当する場合は、知事の承認を受けなければならない。
（３）補助事業者は、補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業等の遂行が困難となったときは、速やかに知事に報告して、その指示を受けなければならない。
（４）補助事業者は、間接補助金に係る補助金の交付を受けた場合においては、当該交付を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければならない。
（５）補助事業者は、間接補助事業者が間接補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、その実態を十分把握するように努め、当該財産が適正に管理運営されるように指導しなければならない。
（６）この補助金に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を補助事業の完了の翌年度から起算して５年間整備保管しなければならない。
（７）補助事業者は、実績報告書を提出するにあたって、各事業実施主体の当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額があり、かつ、その総額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
（８）補助事業者は、実績報告書を提出後に、消費税及び地方消費税の申告により各事業実施主体の当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額を速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。
（９）補助事業者は、間接補助金の交付に際しては、間接補助事業者に対し、（１）から（８）までに掲げる条件に準じて条件を付さなければならない。
様式第３号（第７条関係）

　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金変更(中止･廃止)承認申請書
文書番号

　　年　　月　　日

（あて先）

埼玉県知事

　市（町・村）名　　　　　　　　　　

　所在地

事業実施主体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　

　年　月　日付け文書番号で補助金の交付決定の通知を受けた　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金について、下記のとおり変更（中止・廃止）の承認を受けたいので申請します。
記

（注）１　記の記載要領は、様式第１号に準ずるものとする。この場合、「補助事業の目的」を「変更の理由」と書き換え、変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。

２　補助金額が増額する場合は、件名を「　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金の変更承認及び追加交付申請書」とし、本文中の「下記のとおり変更（中止・廃止）の承認を受けたいので申請する。」を「下記のとおり変更の承認及び補助金○○○円の追加交付を受けたいので申請する。」とすること。

様式第４号（第９条関係）

　　年度県産花き生産持続化支援事業費実績報告書

文書番号

　　年　　月　　日

（あて先）

埼玉県知事

　市（町・村）名　　　　　　　　　　
　所在地

事業実施主体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　

　年　月　日付け文書番号で補助金の交付決定の通知を受けた　　年度県産花き生産持続化支援事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関する規則第13条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記

（注）　記の記載要領は、様式第１号に準ずるものとする。この場合、「補助金交付申請額」は「補助金交付決定額」に、「補助事業の目的」を「補助事業の成果」に、「補助事業計画」を「補助事業実績」に、「事業完了予定年月日」を「事業完了年月日」に、「収支予算」を「収支決算」に、「本年度予算額」は「本年度精算額」に、「前年度予算額」を「本年度予算額」に書き換えるものとする。

軽微な変更があった場合には、容易に比較対照できるよう変更部分を２段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載する。

様式第５号（第10条関係）

　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金交付額確定通知書

文書番号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県知事　　　　　　　　　　
　年　月　日付け文書番号で補助金の交付決定の通知をした　　年度県産花き生産持続化支援事業費補助金については、　年　月　日付け文書番号で提出のあった実績報告書等に基づき補助金等の交付手続等に関する規則第14条の規定により、下記のとおりその額を確定する。

記

１　補助金交付決定額　金　　　　　　　　　　　円

２　補助金交付確定額　金　　　　　　　　　　　円
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